
◎株式会社日本政策投資銀行法 
（平成一九年六月一三日法律第八五号）   

一、提案理由（平成一九年四月二七日・衆議院財務金融委員会） 

○尾身国務大臣 ただいま議題となりました株式会社日本政策投資銀行法案につきまし

て、提案の理由及びその内容を御説明申し上げます。 

 本法律案は、行政改革推進法に基づき日本政策投資銀行を完全民営化するとともに、

その長期の事業資金に係る投融資機能の根幹を維持するため、日本政策投資銀行を解散

して新たに株式会社日本政策投資銀行を設立し、その目的、業務の範囲等に関する事項

を定めるものであります。 

 以下、この法律案の内容につきまして御説明申し上げます。 

 第一に、新たに設立する株式会社日本政策投資銀行の目的につきましては、その完全

民営化の実現に向けて経営の自主性を確保しつつ、長期の事業資金に係る投融資機能の

根幹を維持し、もって長期の事業資金を必要とする者に対する資金供給の円滑化及び金

融機能の高度化に寄与することとしております。 

 第二に、株式会社日本政策投資銀行の業務につきましては、譲渡性預金等の受け入れ、

資金の貸し付け、資金の出資等を行うこととしております。 

 第三に、株式会社日本政策投資銀行の業務の健全かつ適切な運営を確保するため、財

務及び会計、監督等につきまして、所要の規定を整備しております。 

 第四に、政府は、株式会社日本政策投資銀行の株式につきまして、市場の動向を踏ま

えつつその縮減を図り、平成二十年十月一日から起算しておおむね五年後から七年後を

目途として、その全部を処分することとし、処分後、直ちにこの法律を廃止するための

措置等を講ずることとしております。 

 以上が、この法律案の提案理由及びその内容であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御賛同くださいますようお願い申し上げます。 

二、衆議院財務金融委員長報告（平成一九年五月二四日） 

○伊藤達也君 ただいま議題となりました法律案につきまして、財務金融委員会におけ

る審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、行政改革推進法に基づき、日本政策投資銀行を完全民営化するとともに、そ

の長期の事業資金に係る投融資機能の根幹を維持するため、日本政策投資銀行を解散し

て新たに株式会社日本政策投資銀行を設立し、その目的、業務の範囲等に関する事項を

定めるものであります。 

 本案は、去る四月二十五日当委員会に付託され、二十七日尾身財務大臣から提案理由

の説明を聴取した後、五月八日より質疑に入り、昨日質疑を終局いたしました。次いで、

討論を行い、採決いたしましたところ、本案は多数をもって原案のとおり可決すべきも

のと決しました。 

 以上、御報告申し上げます。 



三、参議院財政金融委員長報告（平成一九年六月六日） 

○家西悟君 ただいま議題となりました法律案につきまして、委員会における審査の経

過及び結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、いわゆる行革推進法に基づき日本政策投資銀行を完全民営化するととも

に、その長期の事業資金に係る投融資機能の根幹を維持するため、現行の組織を解散し

て新たに株式会社日本政策投資銀行を設立し、その目的、業務の範囲等に関する事項を

定めようとするものであります。 

 委員会におきましては、現行政投銀の果たしてきた役割と民営化の意義、新会社のビ

ジネスモデルと組織形態の在り方、公的資金に頼らない新会社にしていく必要性、災害

復旧等の危機対応業務の重要性等について熱心な質疑が行われましたが、その詳細は会

議録に譲ります。 

 質疑を終了し、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して大門実紀史委員より

本法律案に反対する旨の意見が述べられました。 

 討論を終了し、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決

定いたしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一九年六月五日） 

 政府は、次の事項について、十分配慮すべきである。 

一 新たなビジネスモデルの構築に当たっては、エネルギー、鉄道、地域インフラの整

備等の既存の出融資対象事業に対して引き続き円滑なファイナンスを提供できるよう、

平成二十年十月までに、所要の措置を講ずるとともに、企業再生、証券化、ファンド設

立等、最新の金融技術を十分に取り入れた業務展開を図ること。また、極めて長期にわ

たる資金供給の必要性にも配意して、安定的な資金調達基盤の確立に努めること。 

一 日本政策投資銀行の長期的企業価値が将来毀損されることのないよう、株式の処分

方法等の検討に際しては、処分相手先の選定、発行株式の種類等について、慎重な検討

を行い、株主構成の安定性等への配慮に加え、株主による企業統治が十分に機能するよ

う配意すること。また、株式の処分は、株式市場等に与える影響にも十分配慮して行う

こと。 

一 移行期及び完全民営化に当たって、移行期の新会社の業務の在り方や完全民営化機

関への円滑な承継のために必要な措置等について、経済社会情勢の変化や我が国の金融、

産業の競争力の向上にも十分に配慮して、柔軟な対応を行うこと。 

一 新たに指定金融機関として担うこととなる危機対応業務に関しては、現行の日本政

策投資銀行が担っている危機対応機能を踏まえ、株式会社日本政策金融公庫と連携しつ

つ、危機に際しての円滑な資金供給に遺漏なきを期すこと。 

  右決議する。 


